






① デジタル・イノベーション企業立地促進補助金

・市内に事業所を新設する企業であること
・新規常用雇用者等：市民5人（事業所面積50坪以上：15人）以上雇用
　※コールセンターの場合：市民10人以上（事業所面積90坪以上：30人）以上雇用
・賃貸借契約締結後１年以内に事業を開始し、市内で7年以上事業を継続

・新規常用雇用者等：市民5人（事業所面積50坪以上：15人）以上雇用
・賃貸借契約締結後１年以内に事業を開始し、市内で7年以上事業を継続

補助の内容（にいがた２km 型）
●事業所賃借料：事業所賃借料の 3/4 以内（３年間）【限度額：5,000 万円 / 年】
●雇用促進費用：新規常用雇用者 1 人につき 25 万円（正規雇用は 100 ～ 150 万円）
　　　　　　　　（3 年間）【限度額：5,000 万円 / 年】

ア . 投下固定資産：市外からの移転：20%【限度額：5 億円】
　　　　　　　　　市内での拡充：10%【限度額：3 億円】
イ . 事業所賃借料：事業所賃借料の 3/4 以内（3 年間）【限度額：5,000 万円 / 年】
ウ . 雇用促進費用：新規常用雇用者 1 人につき 25 万円（正規雇用は 100 ～ 150 万円）
　　　　　　　　　役員の住民票異動 1 人につき 100 万円【限度額：5,000 万円 / 年】
エ . 設備購入費、移転運搬費：経費の 1/2 以内【限度額：1,000 万円】

　前記、①デジタル・イノベーション企業立地促進補助金、②本社機能施設立地促進事業補
助金の制度の対象となった企業の入居に合わせたオフィスビル改修費の一部を支援する。

本社機能を有する事業所（全業種）
本社機能：事業や業務の管理、統括、運営や研究開発、研修など
※風営法第 3 条の許可を要する風俗営業など一部業種を除く

（２）企業誘致に関する補助（R4.4.1 現在）

　市内への本社機能施設の立地を促進するため、首都圏等から本社機能を移転す
る企業や、市内の本社機能を拡充する企業に対して、設備投資や事業所賃借料、
新規雇用に関する費用の一部を支援する。

Ａ. 設備投資型（用地・建物等を購入・建設する場合）

・投下固定資産額5,000万円以上など
Ｂ. オフィス型（オフィス床を賃借する場合）
・新たに本店（登記）を市内に設置する市外企業

補助の内容　（Ａ. 設備投資型はア・ウ、Ｂ. オフィス型はイ・ウ・エが対象）



① デジタル・イノベーション企業立地促進補助金

・市内に事業所を新設する企業であること
・新規常用雇用者等：市民5人（事業所面積50坪以上：15人）以上雇用
　※コールセンターの場合：市民10人以上（事業所面積90坪以上：30人）以上雇用
・賃貸借契約締結後１年以内に事業を開始し、市内で7年以上事業を継続

・新規常用雇用者等：市民5人（事業所面積50坪以上：15人）以上雇用
・賃貸借契約締結後１年以内に事業を開始し、市内で7年以上事業を継続

補助の内容（にいがた２km 型）
●事業所賃借料：事業所賃借料の 3/4 以内（３年間）【限度額：5,000 万円 / 年】
●雇用促進費用：新規常用雇用者 1 人につき 25 万円（正規雇用は 100 ～ 150 万円）
　　　　　　　　（3 年間）【限度額：5,000 万円 / 年】

ア . 投下固定資産：市外からの移転：20%【限度額：5 億円】
　　　　　　　　　市内での拡充：10%【限度額：3 億円】
イ . 事業所賃借料：事業所賃借料の 3/4 以内（3 年間）【限度額：5,000 万円 / 年】
ウ . 雇用促進費用：新規常用雇用者 1 人につき 25 万円（正規雇用は 100 ～ 150 万円）
　　　　　　　　　役員の住民票異動 1 人につき 100 万円【限度額：5,000 万円 / 年】
エ . 設備購入費、移転運搬費：経費の 1/2 以内【限度額：1,000 万円】

　前記、①デジタル・イノベーション企業立地促進補助金、②本社機能施設立地促進事業補
助金の制度の対象となった企業の入居に合わせたオフィスビル改修費の一部を支援する。

本社機能を有する事業所（全業種）
本社機能：事業や業務の管理、統括、運営や研究開発、研修など
※風営法第 3 条の許可を要する風俗営業など一部業種を除く

（２）企業誘致に関する補助（R4.4.1 現在）

　市内への本社機能施設の立地を促進するため、首都圏等から本社機能を移転す
る企業や、市内の本社機能を拡充する企業に対して、設備投資や事業所賃借料、
新規雇用に関する費用の一部を支援する。

Ａ. 設備投資型（用地・建物等を購入・建設する場合）

・投下固定資産額5,000万円以上など
Ｂ. オフィス型（オフィス床を賃借する場合）
・新たに本店（登記）を市内に設置する市外企業

補助の内容　（Ａ. 設備投資型はア・ウ、Ｂ. オフィス型はイ・ウ・エが対象）



（３）民間都市再生事業（0.5ha 以上の開発の大臣認定）と税制支援について

　都市再生緊急整備地域内では、事業区域0.5ha（原則）以上の都市開発事業は、国土交通
大臣に認定の申請を行い、認定された場合、税制支援と金融支援を受けることができます。


